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参加資格確認書

　令和１２基準年度栗東市固定資産調査事業委託業務に係る提案参加資格について、下記の条件をすべて満たすものであることを誓約します。

記

（1） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。
（2） 栗東市の「物品・役務」に関する指名競争入札等参加申請業者として登録を有する者であり、参加表明および提案書の提出期間において、本市の建設工事等指名停止基準に基づく指名停止の期間中でないこと。
（3） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされている者（構成手続きまたは再生手続き開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けている者を除く。）でないこと。
（4） 次のいずれにも該当しないこと。
1 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員またはその支店もしくは営業所等の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下この号において「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められること。
2 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与していると認められること。
3 役員等が自己、自社もしくは第３者の不正の利益を図る目的または第３者に損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用するなどしたと認められること。
4 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与していると認められること。
5 役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。
（5） 栗東市税等を滞納していないこと。
（6） 過去５ヶ年（令和３年度から令和７年度まで）で、人口５万人以上の自治体において固定資産にかかる①評価替え業務、②地図情報システム整備業務を同時に行った者であること。
